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日本における食肉需要体系に関する考察
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1。はじめに

日本における食肉消費は平成3年の牛肉の輸入自由

化による影響も落ち着き,ほぼ安定してきたと考えら

れていた。しかしながら平成13年に世界的に狂牛病が

問題となり,日本においても狂牛病を発症した牛が見

つかったために大きな問題となった。そして,その影

響から牛肉に対する需要が大きく減少した。

また,狂牛病による一時的な輸入減少の反動により

その後の輸入量の増加によって平成15年8月から牛肉

についてセーフガードが発動されることにもなった。

さらに,収束するかにみえた狂牛病問題が平成15年

12月に日本にとって最大の牛肉輸入国であるアメリカ

において発症したためにアメリカ産の牛肉の輸入禁止

にまで発展し,日本国内,とりわけ外食産業に深刻な

影響を及ぼした。

牛肉だけでなく鶏肉についても国内生産,輸入共に

アジア諸国に広がった鳥インフルエンザの影響を受け

ることとなり,。国内外で大きな問題となった。

本研究ではこれらの影響を考慮した食肉の需要関数

の推定を行う。これによって狂牛病や烏インフルエン

ザが食肉の需要に深刻な影響をもたらしたということ

を示すことが出来る。

さらに,食肉間の代替関係についても考察する。

2.データ1

本研究では牛肉,豚肉,鶏肉について生産量,輸入

量,及び価格を平成6年5月から平成16年6月までの

データに基づいて分析し,さらに需要関数の推定を行

う。その中で特に狂牛病の発症以降の影響やそれに起

因するセーフガード発動,またアメリカ産牛肉の輸入

禁止や鳥インフルエンザによる影響について考察す

る。

本研究では牛肉,豚肉,鶏肉を食肉として定義した

が,需要理論に基づけばより詳細な考察を行うために

はこれらの食肉と代替的と考えられる魚肉や食肉の加

工品についての分析も必要となる。日本においては長

年にわたって主要なたんぱく質の摂取源は魚であり,

現在でも食肉消費の約半分が魚肉である。そのような

背景から日本においでは牛肉,豚肉,鶏肉と並んで魚

肉は重要であり,本来ならば魚肉も含めた分析が必要

である。

また,食肉については様々な加工品が生産されてお

り,これらの加工品についても消費量が多いため考察

が必要である。

しかしながら本研究では狂牛病やセーフガード発動

が需要に与えた影響を分析することが目的であるた

め,単純化のために代替関係から特にその影響が大き

いと考えられる牛肉,豚肉,鶏肉についてのみ分析を

行う。。

データの出典は,国内生産量,国産価格は農林水産

省｢食肉流通統計｣,輸入量,輸入価格は財務省｢貿易

統計｣を用いている。

食肉については冷凍によって長期間の貯蔵が可能で

あり,分析にあたっては在庫をどのように取り扱うか

といった問題が生じる。そのため農畜産業振興機構で

は推定期首在庫,推定期末在庫,推定出回り量といっ

たデータを｢畜産の情報 国内編｣にて公表している。

しかし,冷凍によって長期間の貯蔵が可能ではある

が,鮮度の低下を考慮すると市場へは可能な限り早め

に供給されているのが現状である。特にセーフガード

発動の対象となった生鮮・冷蔵の品目についてはその

ような供給が行われている。

また,狂牛病やそれに伴うセーフガードの発動,鳥

インフルエンザの影響を見るためには在庫の変動とい

うことよりも生産量,輸入量の変化を見ることの方に

意義がある。そのため,ここでは生産量や輸入量をイ

コール消費量と｡して見なして需要関数の推定を行うこ

とにする。

生産量については部分肉ベースのデータを用いる。
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さらに,輸出については数量が生産量,輸入量に比べ

て相対的にみて非常に少ないのでその影響は皆無であ

るとして本研究では考慮しないものとする。

価格データについては国産価格は卸売価格を,輸入

価格についてはCIF2を用いる。これは,卸売価格の方

が小売価格よりも敏感に需給に反応すると考えられる

ためであり,また輸入価格が卸売り段階にあたるCIF

を用いていることに対応させるためでもある。

食肉の価格データは複数存在しており,大きく分類

すれば,(1)各等級毎の価格, (2)卸売価格,小売価格,

(3)各取引市場毎の価格(例,東京市場,大阪市場,等)

と区分できる。さらにはこれらの価格とともに政府の

価格安定制度の基準となる安定基準価格・安定上位価

格が存在する。

本研究ではこれらの食肉の価格の中で,国産品の市

場価格についてはそれぞれの食肉について消費量の比

較的多い等級であり,また,輸入品とも代替的な関係

にあると考えられる等級を用いるものとし,牛肉につ

いては乳用種去勢牛B―2,豚肉については上,鶏肉

についてはむね肉を代表的なものとして取り上げて考

察する。取引市場については最大の消費地である東京

市場のデャタを用いる3。

これらのデータに基づいて食肉の生産量と輸入量の

変化を表したのが図1である。また,これに基づき各

食肉のシェアを表したものが図2である。さらに,価

格の推移を表したものが図3である。

日本における過去10年め食肉の需要は図1の通りで

あり,月次データであるため季節変動があるが4,毎月

30万トンから40万トンでほぽ一定であり,日本におけ

る食肉の消費は飽和状態であるといえる。

図2より各食肉のシェアを見てみると,国産牛肉

10%前後,輸入牛肉15%前後,国産豚肉25%前後,輸

入豚肉10%前後,国産鶏肉30%前後,輸入鶏肉10%前

後でほぼ一定であるといえる。しかし近年の狂牛病の

影響を受けて平成16年に入ってからは国産牛肉,輸入

牛肉共に数量が低下し,そのためこれら牛肉のシェア

は低下している。同様にアジア諸国で広がった鳥イン

フルエンザの影響を受けて平成16年に入ってからは鶏

肉ついても数量が低下し,シェアも低下している。

日本においては農産物の自給率が低く,食肉につい

ても同様であり輸入品に依存しているのが現状であ

る。そのような状況の下で日本における食肉の輸入に

ついては農畜産業振興機構5が果たしてきた役割が非

常に大きい。日本における牛肉と豚肉の輸入は農畜産

業振興機構が一括して取り扱ってきた。これは輸入牛

肉や輸入豚肉を国産の牛肉や豚肉を補完する役割とし

て市場に供給するためである。

具体的には価格安定制度のもとで,(1)価格が上限価

格を上回った場合には輸入品を市場に流通させる量を

増加させ,価格の下落をはかる。(2)同様に価格が下限

図1 食肉の国内生産と輸入の推移

図2 食肉のシェアの推移

図3 食肉価格の推移

価格を下回った場合には輸入品を市場に流通させる量

を減少させ,価格の上昇をはかる,という基準で輸入

品を市場に供給してきた。

この価格安定制度により牛肉と豚肉の輸入量は制限

され,価格を安定させることによって農家の所得を保

証することになり,食肉生産の安定をはかることに

なった。

しかしその一方で消費者にとっては価格安定制度に

よって需給均衡価格と乖離した価格で購入しなければ

ならず,その差が経済的損失となった。

このような状況は様々な貿易不均衡問題のなかのひ

とつのテーマとなり,日米間での貿易不均衡問題の解

消を目的とした農産物分野での市場開放交渉の中でア

メリカから牛肉の輸入自由化(輸入数量制限撤廃)の

要請があり,それに基づいて日米間での交渉が進めら

れ,その結果昭和63年6月に平成3年4月より輸入数
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量制限を撤廃するという合意が成立した。但し,輸入

数量制限は撤廃するが関税率の引き上げと前年度の輸

入量の120%を超えた場合には25%の調整関税を上乗

せする緊急輸入制限措置(セーフガード)を行うこと

が出来るように定められた。このような日米間交渉の

合意に基づき平成3年4月より牛肉の輸入自由化が実

施された。

さらに,平成6年以降はガットのウルグアイラウン

ドの場において引き続きさらなる輸入自由化のための

交渉が行われ,段階的な関税率の引き下げと関税の代

替的な手段として引き続き緊急輸入制限措置(セーフ

ガード)を設けるということで合意が成立した6.

このような牛肉のセーフガードは一般セーフガー

ド7とは異なり国の調査による立証は必要なく,制度上

白動的に発動されるものと定められた。また,関係国

に対する補償を行う必要もなく,相手国からの対抗措

置も行われないものと定められた。

平成15年8月から発動されたセーフガードは前述の

自動的に発動されるセーフガードに当たり,牛肉の輸

入数量が対前年同期比の117%を越えたため自動的に

発動され,生鮮・冷蔵牛肉についての関税率が38.5%

から50%へと11.5%引き上げられた。

このような牛肉についてのセーフガードの発動はこ

れ以前にも過去2回,冷凍牛肉について発動されてい

る。また,同時に輸入量が基準を超えた豚肉について

も同様の輸入制限制度に基づいて基準輸入価格の引き

上げが行われた。

セーフガード発動の原因となったのはセーフガード

が本来の想定しているような輸入の急増ではなく,対

前期比の輸入増加は前期の急激な輸入減少が原因とな

るもので,その原因は狂牛病による輸入の減少による

ものである。このような狂牛病による輸入減少後の回

復による輸入増加を起因としたセーフガードの発動は

本来の制度の趣旨に反するといえる。

このような牛肉輸入量の変化については図1及び図

2により確認できる。牛肉の輸入数量は平成13年9月

の国内での狂牛病の発症以降急激に減少している。ま

た,平成15年12月のアメリカでの狂牛病発症によりア

メリカ産牛肉の輸入禁止措置がとられており,アメリ

カ産牛肉は輸入牛肉の中で大部分を占めていたが現在

も輸入が行われていないため輸入数量が大幅に減少し

ている。このような平成16年1月から現在までの牛肉

輸入の激減によって図2に示されるように牛肉の食肉

全体に占めるシェアも低下している。

牛肉輸入の減少の影響は一般消費者よりもむしろ外

食産業などのアメリカ産牛肉を大量に消費する業者に

とって大きな影響があり,特にアメリカ産牛肉に依存

している業者によっては非常に深刻な影響を及ぼして

いる。

同様に国産牛肉についても平成13年8月以降生産量

は減少し,平成13年9月の国内での狂牛病の発症の翌

月の10月には激減している。これは狂牛病による検査

等による生産への影響や‘出荷の調整による一時的なも

のであるためその後は回復している。

牛肉の総供給量は狂牛病問題が発生するまでは一貫

して増加してきた。これは,所得の増加により,また,

平成3年からの輸入自由化によって安価な牛肉が輸入

されるようになり,豚肉,鶏肉などと比べて相対的な

牛肉価格の低下によって牛肉へ需要がシフトしたため

であると考えられる。

その一方で国産牛肉の生産量は減少したがそれ以上

に牛肉の輸入量が増加し,牛肉の総供給量は増加して

いる。但し,国産牛肉の生産量が大幅に減少し,輸入

牛肉と代替したというよりは国内需要の増加分を輸入

牛肉がまかなったという関係である。

輸入牛肉が占める割合は年々上昇し,平成3年の輸

入自由化後の約40%から平成12年では60%を越える水

準にまで上昇している。

価格について見ると,国産牛肉及び輸入牛肉ともに

価格は低下している。これは輸入牛肉と代替的である

国産牛肉は競合する安価な輸入牛肉の輸入量の増加に

よって価格が低下したためであると考えられる。

但し,国産高級牛肉については価格の上昇している

ものも見られ,生産者か輸入牛肉との商品差別化を

図っていることが伺える。

輸入牛肉の増加の割には価格が安定しているのは在

庫による調整を積極的に行っていることや,年々引き

下げられてはいるがセーフガードの基準となる安定基

準価格及び安定上位価格が定められており,セーフ

ガードによる保護とともに価格の安定にも寄与してい

ることによると考えられる。

但し,平成13年9月の国内での狂牛病の発症直後に

は国産牛肉の価格は大幅に下落しており,狂牛病によ

る影響が深刻であったといえる。

その他の食肉については比較的価格は安定している

といえる。輸入豚肉については規則的な価格上昇が見

られ,るが,これは価格安定制度の発動によるものであ

り,国産豚肉の価格上昇が起こるとそれを上回るよう

に輸入豚肉の価格が上昇している。

鶏肉については国産品,輸入品ともに価格がゆるや

かな低下傾向にあるといえる。

3.需要関数の推定

(1)モデル

ここでは食肉め需要関数ならびに価格及び所得弾力

性の推定を行う。需要に関する研究は消費者の行動を

知り,また生産者が生産を決定するために重要なもの

である。その基礎となる需要関数の推定については

様々な方法が試みられている。その中では政策的な影

響や社会情勢の変化による影響を考慮したモデルに基
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づいた分析をすることも可能である。本研究では食肉

について狂牛病やセーフガード発動,烏インフルエン

ザの影響を代替的な財の価格やダミー変数を説明変数

に用いることによって考慮した需要関数の推定を行

う。

需要関数のモデルは次のとおりである。

lnQi =αi+Σβijln(Pi/P')+yiln(Y/P')+δiD

Qi:国内生産量,国内総供給量(国内生産量十輸入量)

または輸入量

Pj : 卸売価格または輸入価格

Pへ:卸売物価指数(平成7年=100)または輸入物価指

数(平成7年=100)

Y:家計消費支出(食料費,全国一人当たり)

D:ダミー変数(狂牛病期間を1,それ以外をO)

αi,βij, yi, Si:パラメーター

i:国産牛肉,輸入牛肉,豚肉,鶏肉

このモデルにて国産牛肉,輸入牛肉,豚肉,鶏肉の

需要関数の需要関数の推定を行う。

牛肉については国産牛肉と輸入牛肉を分けてそれぞ

れについて需要関数の推定を行う。これは消費者は輸

入牛肉と国産牛肉を品質や価格によって明確に区別し

て消費していると考えられるためである。しかしなが

ら豚肉や鶏肉については消費者は国産品と輸入品との

代替性をそれ程明確に考慮して消費をしていないと考

えられ,区別は行わずに需要量=国内生産量十輸入量

として需要関数の推定を行う。

国産牛肉,豚肉,鶏肉については価格要因として各

財の卸売価格を用いる。但し,輸入牛肉については輸

入価格を価格要因に用いている。所得要因としては総

務省の「家計調査報告」より食料費の全国一人当たり

家計消費支出を用いる。卸売価格,家計消費支出につ

いては平成7年を基準(100)とした卸売物価指数を用

いて実質化する。但し,輸入牛肉の価格要因について

は輸入価格を用いているなめ平成7年を基準(100)と

した輸入物価指数を用いて実質化する。

パラメーターの推定にあたっては平成6年5月から

平成16年6月までの月次データを用いる。食肉の需要

については年末年始の需要の増加等の季節変動が存在

する。そのため月次データの季節変動については移動

平均法により季節調整を行い除去する。

さらにこの期間には狂牛病の発生期間を含んでお

り,その影響をモデル内のダミー変数を用いて考慮す

る。ダミー変数として狂牛病の発生の影響下にある期

間を1,それ以外の期間をOとしてモデルに入れて推

定を行う。また,狂牛病の影響下と烏インフルエンザ

の影響下にあった期間は一部で重複しており,このよ

うなダミー変数を用いることによって鳥インフルエン

ザの影響についても分析することになる。

また,推定期間を全期間,狂牛病発症以前,狂牛病

発症以降に分けて推定を行った。これはそれぞれの推

定期間のパラメーター,すなわち価格弾力性や所得弾

力性の比較を行うためである。

所得要因について食肉の家計消費支出を用いなかっ

たのは輸入については外食産業や加工産業などの業務

用の需要も多く,それらの影響を考慮するために食料

全体への消費支出を用いたためである。

また,一人当たりの消費支出を人口を考慮せずにそ

のまま用いているのは,人口についてはこの推定期間

を通じて大幅な変化はないためである。

需要関数の推定方法には最小二乗法を用いている。

このようにして求められた需要関数のパラメータ

βijが価格弾力性であり,yiが所得弾力性である。こ

のようにして推定されたパラメーターの比較を行い,

このモデルにおいて価格及び所得弾力性が国産牛肉,

輸入牛肉,豚肉,鶏肉のそれぞれの間でどのように異

なるのかを検討する。

また,同様にダミー変数の係数を比較することに

よって狂牛病の影響がどの食肉について大きかったの

かを見ることが出来る。

(2)推定結果とシミュレーション

前節までのデータとモデルを用いて国産牛肉,輸入

牛肉,豚肉,鶏肉についてそれぞれの期間の需要関数

を推定した結果が次の表1から表3である。

推定されたパラメーターを見ると符号については価

格の係数のうち自己価格弾力性は一部を除いて負に

なっており,交差価格弾力性も一部を除いて正となっ

ており一部を除いて理論的に符号に問題はないといえ

る。

所得の係数,つまり所得弾力性は牛肉のように所得

の増加と共に消費が増加すると考えられる財について

は正になっており理論的に符号には問題はないといえ

る。

また。ダミー変数については係数は国産牛肉,輸入

牛肉ともに負になっており,狂牛病問題が生じていた

期間は需要に負の影響があったということが示されて

いる。鶏肉についても同様に負になっており,鳥イン

フルエンザの影響を受けているということが言える。

統計的にみると推定されたパラメーター毎のt値は

一部を除いて高く有意であるといえるが,決定係数及

び自由度修正済決定係数については低いことから,食

肉消費にはこのモデルで考慮されている以外の要因が

あると考えられる。

例えば,牛肉消費については長期的には増加傾向に

あるためタイムトレントがあることが考えられる。ま

た,近年のデフレ不況のもとでの影響やダミー変数に

よる狂牛病やセーフガード発動以外の牛肉や豚肉の輸
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表1 需要関数の推定結果:全期間

推定期間:平成6年5月~平成16年6月

上段:パラメーター､下段:t値

表2 需要関数の推定結果:狂牛病発症以前

推定期間:平成6年5月~平成10年4月

上段:パラメーター､下段:t値

表3 需要関数の推定結果:狂牛病発症以降

推定期間:平成13年7月~平成16年6月

上段:パラメーター,下段:t値

入制限政策の影響,さらには食肉需要全体の飽和や健

康志向により食肉消費を控える傾向にあることの影響

が考えられる。特に健康志向による食肉離れは今後よ

り一層進行することが予想され,これらの要因をモデ

ルに加える必要性が考えられる。

また,期間によって推定された需要関数のパラメー

ターの値が異なり,食肉の需要構造の変化があったこ

とが考えられる。

食肉は食べ物でありその安仝性には消費者は高い関

心を持っている8.特に近年は健康志向が強く,狂牛病

や鳥インフルエンザ等のアクシデントによって食肉需

要は影響を受けやすい。そのため短期間の推定であっ

てもこのような影響から需要構造に変化が及んだこと

が考えられる。

国産の食肉と輸入牛肉との推定されたパラメーター

の比較を行うと,輸入牛肉の方が価格弾力性が高い。

これは輸入牛肉の方が価格に対して弾力的であるとい

うことを示しており,安価な輸入牛肉の増加が理解で

きる。

ダミー変数の係数についても国産牛肉よりも輸入牛

肉の方が大きく,狂牛病の及ぼす影響が輸入牛肉の方

が大きかったということがいえる。

このようにして推定された需要関数のパラメーター

を用いて国産牛肉,輸入牛肉,豚肉,鶏肉のそれぞれ

の食肉について狂牛病が発生しなかった場合のシミュ

レーションを行った。その結果を図4から図7に折れ

線グラフで示している。実際の数量と比較してみれば,

シミュレーション値では狂牛病期間の需要の減少はな

く,需要は一貫して安定している。また,狂牛病発症

以降の期間についても需要は安定しており,セーフ

ガードの発動基準となるような牛肉輸入量の急激な変

化は起こっていない。
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図4 国産牛肉のシミュレーション

図5 輸入牛肉のシミュレーション

水野英雄

図6 豚肉のシミュレーション

図7 鶏肉のシミュレーション

我が国では狂牛病(BSE)発症以降, BSE対策特別

措置法の制定等の狂牛病対策が熱心に行われている。

そのような例としては牛肉の全頭検査やアメリカ産牛

肉の輸入禁止といった対策が挙げられるが,これらの

対策は過剰であり,また全頭検査のように費用がかか

るものもあり,生産者にとってはこういった対策は負

担であるし,かつ最終的にはこういった費用は価格に

転嫁され,消費者が負担するものであると考えられる。

もし適切な狂牛病対策が採られていれば狂牛病で牛

肉の需要が大幅に減少することもなく,基準を超える

ような大幅な数量の変化は起こらずそれに起因する

セーフガードを発動する必要はなかったということが

いえる。本来ならば速やかな安全性対策によって消費

者の不安を取り除くことが食肉需要への影響を最小限

にする方法であったといえる。

4.まとめ

本研究では狂牛病やそれに伴うセーフガード発動や

さらには鳥インフルエンザといった食肉消費に影響す

る様々な問題について,その影響を考慮した需要関数

の推定を行って考察した。平成13年9月に日本国内で

も狂牛病を発症した牛が発見され,それ以降牛肉の消

費は減少し,深刻な影響を及ぼした。この狂牛病問題

が平成15年8月のセーフガード発動のきっかけとなっ

た。

また,平成15年12月のアメリカにおける狂牛病の発

症とアメリカ産牛肉の輸入禁止や鳥インフルエンザに

よる影響についても未だ解消されてはいない。

本研究によって狂牛病や鳥インフルエンザの影響に

ついてダミー変数を用いた需要関数を推定し,もし狂

牛病が発生することがなかった場合にはセーフガード

発動の基準値を上回ることは無く,食肉需要全体に影

響を及ぼすような問題が生じることもなかったという

ことを示すことが出来た。

狂牛病問題の発生当初,農林水産省はじめ行政側の

対応が後手後手になったことは否めない。このような

対応がなければ消費者が必要以上に不安にあおられる

こともなく,消費が大幅に減少することもなかったと

考えられる。また,狂牛病による輸入減少を起因とし

たセーフガードも発動されることはなかったといえ

る。

また,アメリカ産牛肉の狂牛病発症への対応につい

ても過剰な安全対策であるといえ,外食産業等に多大

な影響を引き起こした。

このような行政の対応を本来必要とされる消費者に

対する配慮に改めていくべきであると考えられる。具

体的には消費者は特に安仝性に注意を払うようになっ

てきており,そのような観点から安全対策を中心とし

た狂牛病対策を早めに行っていれば狂牛病が発生した

としてもこれ程深刻な影響を与えることはなく,諸外

国との問題や食肉価格の上昇などの様々な問題は生じ

ることはなかったといえる。
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